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本 企業における 経済活 の グローバル化に 伴う 

グローバル化についての - 考察 

0 上野 月。 ( 文科 省 。 科学技術政策研 ) , 近藤正幸 ( 文科 省 。 科学技術政策研Ⅰ 横 同大 ) , 
永田晃 也 ( 文科 省 。 科学技術政策研 ノ 九州大 ) 

現在、 日本を含む世界の 企業は世界各地に 販売。 生産拠点を有し " 研究開発機能についてもグローバルに 開 

してきている ，。 本研究は。 企業の経済活動と 研究開発活動の 関係という視点から、 日本企業における 研究開発の 

グローバル化の 現状と変遷について 把握することを 目的とし。 経済活動の進出先分布 研究開発活動の 進出先発 

布は ついての分析結果を 報告する。 経済活動として 製品貿易。 海外拠点、 対外直接投 に関する ヂ一タ 、 研究開 

発 活動としての 海外研究開発拠点。 技術貿易、 外国特許登録に 関するデータを 使用する。 本報告では本研究の 課 

題 、 方法論を申 心 に発表し、 また、 現段階におけるデータ 分析を踏まえ 今後の研究の 方向性について 発表する。 

鰯 

「研究開発の 国際 ィ 臣に関する研究は、 国際化の実態調査、 国際化の要因。 目的、 タイプ論 ( 組織 別 。 機能 別 、 

マネージメント 別など ) 、 また。 国際化のメカニズムの 解明を目指した 理論分析などこれまでに 蓄積してきている。 

これらの研究は、 高橋 [2000) によれば。 ㈹ fi0 年代後半頃 から 1970 年代初めにかけて、 アメリカや き一 ロッ ソく に 

おいて開始された。 アメリカにおいては㈹ 70 年代において 既にアメリカ 企業を対象とした 研究で研究開発の 国際 

化に関する集権 化、 分権 化が議論され (Creamer [1976JL 、 また、 海外研究開発拠点を 機能別に分類したタイプ 論 

が 議論されている ( onstads ( ㈹ 77)L 。 日本では 鴉 ㏄年代後半から「研究開発の 国際化」に関する 研究が開始さ 

れ 、 研究者や研究機関によって 日本企業の研究開発の 国際化についての 研究の蓄積がなされている [ 高橋 [199% 。 

Iwata,  Kurokawa,  a ぬ Fujisue  (2006)) 。 小田切 ( ㈹ 96 、 20 ㏄コ %  日本企業による 海外研究開発拠点設置要因を 

研究し、 設置要因について、 欧米地域とアジア、 アフリカ地域とでほ 現地市場ニーズへの 対応ということでは 共 

通しているが、 欧米地域では 現地技術資源の 活用、 アジア。 アフリカ地域では 現地生産支援への 対応という点で 

異なることを 明らかにしている。 これら「研究開発の 国際化 コ に関する研究の 流れの大きな 特徴は。 本国から 進 

出先への技術移転という 現象の分析から、 本国から進出先という 技術移転に加え、 進出先から本国への 技術移転、 

進出先と他の 進出先との間のネットワーク 的な技術移転という 現象の分析へと 変化してきていることであ る。       

えば、 ㏄「 yb,d, 。 " 田 R"ge す [ 穐銭 ) は日本。 アメリカ。 欧州の企業を 対象とした研究で、 ㈹㏄年代半以降、 企業 

は 海外研究開発拠点を 強化し、 それまでの進出先の 市場の要請による 海外生産。 販売拠点支援とい 分限定的な役 

割 が変化し。 その結果。 研究開発の国際化に 関する「伝統的なパラダイム」も「新しいパラダイム」にシフト し 

たとしている。 この「伝統的なパラダイム コ は一方的な技術移転として 特徴づけられ、 「新しいパラダイム」は 相 

互 曲学習、 双方向的学習として 特徴づけられている。 

このように「研究開発の 国際化」に関する 研究が蓄積されてきているが、 岩田 C1g9 旬 は 従来の研究開発の グ   ロー バル化の研究では、 多国籍企業の 研究との関連が 十分検討されてこなかったことを 指摘している。 つま り， 

従来の研究 は 研究開発のグローバル 化が経営のバローバル 化の最終段階として 位置づけられ、 「研究開発の 国際 

化」そのものとして 研究されてきているが、 企業の研究開発活動のグローバル 化を経済活動との 関係で捉えよう 

とする研究はあ まり多くはないと 思われる。 研究開発活動と 経済活動や他の 経営活動との 関連の重要性を 主張し 

た Kline [199 のは研究開発活動を 生産、 販売、 マーケティシ グ といった他の 企業活動との 関連で考察し、 研究開 

発 、 生産、 販売の単線的なモデルを 修正し、 連鎖モデルを 提唱した " その上で。 Kl 土 lne は、 なぜ分散しにくい 研究 

開発が国際化したかと 問題設定し、 経済活動が国際化したためとし、 それは研究開発が 販売。 生産などの他の 経 

1 本稿の見解はすべて 筆者らの責任で 執筆されており、 科学技術政策研究所の 見解を示すものではない。 
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営 活動と密接な 関連を持つた 活動であ り、 海外での研究開発の 必要性が生じるからであ るとした。 また、 岩 

研究開発は規模の 経済。 コミュニケーション、 ノウハウの 保 。 生産や販売との 連携学習の必要性から、 地理的に 

最も分散されにくいが、 しかし、 海外での販売や 生産の比重 高まると、 従来の研究開発集中化の 理由は 、 逆に分 

散 化の理由となるとしている。 

本研究の課題は 、 鮭 ㎞ e ；ま し、 うところの研究開発と 他の経営活動と 密接な関連を、 研究開発活動の 世界的な分布 

と 経済活動の世界的な 分布との関係の 分析を通じて 把握することであ る。 

前述の課題を 果たすため。 本研究では企業の 経済活動と研究開発活動の 進出先の国別分布の 相関関係を分析する。 

「はじめに」で 述べたとおり、 経済活動として 製品貿易、 海外拠点。 対外直接投資に 関する ヂ 一夕、 研究開発活動 

としての海外研究開発拠点。 技術貿易、 外国特許登録に 関するデータを 使用し、 これらの各項目の 国別分布を算出 

して。 項目間の関係を 分析する。 対象期間は、 日本企業の海外進出が 飛躍的に増加する ぇ 9% 年以降とする。 

そして、 この項目間の 関係を予めモデル 化し項目間の 分析の基準とする。 モデル化に当たっては 田中 Cl 銭 aL 。 吉 

原 [2002 コ を べ ー スに、 企業がどのよ う @ こ 研究開発拠点を 設置するかとい j 観点から 3 つの モヂル を想定する。 ま 

た 、 本研究では、 日本からみた 世界分布という 二国関係を想定し、 「第 3 国市場」は想定しない。 
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ここで は 現段階における 分析結果と考察を 述べる。 前節の方法に 従った分析結果の 考察に先立ち、 各項目の分布 

比率の世界ランキングを 表 2 に示し。 日本企業の進出先分布の 概要を示す。 先ず白木の進出先として 注目されるの 

は アジア諸国。 特に申国が大きな 比率を占めていることであ る。 進出先企業数の 比率をみると。 中国ほアメリカの 

2 倍弱であ り。 また、 3 位以下はイギリス 以外はアジア 醗 ES や ASE 邨 諸国で占められている。 ただし、 対外 直 

資 では、 トップ 3 国旗欧米で占められている。 また、 研究開発 点 においても。 中国がアメリカより 多い比率とな 

っている。 ここでの研究開発拠点け、 基礎研究や新製品開発を する拠点ばかりでなく。 技術情報の収集や 進出 

国の市場対応型の 応用開発を実施している 拠点も含まれていることに 留意する必要があ る。 中国とアメリカ 以外に 

ついて、 進出企業数のランキンバと 異なる特徴 は 、 As 沖 N 諸国に代わって 欧州の科学技術主要国がランキンバの 上 - 

位を占めていることであ る。 

その他の特徴は、 製品貿易ではトップ 国は輸出入ともにアメリカと 中国となっている " 暦年でみると、 20 ㏄年以 

降、 日本の最大の 輸入相手国は 中国であ るが 浅 88 年から㏄㏄年の 累積 額 ではまだアメリカがトップであ る。 しか 

し 。 アメリカの 輸 額は絶対 額 においても低下傾向にあ り、 中国との格差は 急増している。 技術輸出では、 トップ 

3 国ばアメリカ。 カナダ。 イギリスとなっているが。 それ以外でほアジアⅥ RS や ASRAN 諸国が多くランクしている。 

これは、 同地域へ進出企業が 増加し、 グループ内の 技術輸出の増加が 反映していると 考えられる。 特許登録につい 

て 韓国が欧米諸国に 次いでいる。 中国はトップ㈹ 力 国にランタしていないが、 日本の中国特許庁への 直接出願数は 

韓国への特許出願 と 同水準に近づきつつあ り、 また、 近年、 P ㏄出願において、 国内段階に移行する 日本の中国へ 

の 特許出願が増え、 中国を明らかに 重視する傾向にあ り。 特許登録数も 将来的に増加してくると 考えられる。 

他より科学技術政策研究所にて 計算 

次に。 前節の方法論に 墓づいて行った 日本企業の製造業について 相関分析につい 若干、 考察を述べる。 日本の製 

遺業は概ねモデル① ( 輸出。 海外生産志向型 L 、 モデル② [ 海外生産指向型 ) に近いと考えられる " ただし。 製品輸 

出と製品輸入との 相関。 進出企業数と 技術輸出との 相関。 進出企業数と 特許登録との 相関、 製品輸出と技術輸入と 

の 相関、 研究開発拠点と 特許登録との 相関、 これらの相関関係は 想定したモデルと 異なる傾向であ った。 

製品輸出と製品輸入との 関係については、 国 。 地域別にみると 想定したモデルと 適合する 国 。 地域と適合しない 

国 。 地域があ ること                         イギリスおよび                         インドネシア、 マレーシア。 フィリピン ) は②海外 
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生産志向型に 適合し、 アメリカ。 中国。 韓国。 台湾、 イギリス以外の 欧州諸国は想定したモデルと 適合しない。 ASE 

年代後半のアジア 通貨危機 (1997 年 ) から                               輸入が増大してトレード。 オフの関係にあ るといえる。 

イギリスは 銘 年頃 から輸出が 少し、 輸入が増大している。 中国。 韓国、 台湾。 イギリス以外の 欧州諸国は翰 

ともに増加しており 想定した ルと 適合しない。 また、 アメリカに対しては 輸出拡大を維持したまま①輸出   

生産志向型から②海覚生産志向型 ( あ るいは③海外生産。 研究開発志向型 ) まで展開したと 考えられる。 

表 3  日本企業の経済活動と 研究開発活動の 世界分布の相関係数 

  

  

郵晶 輸出 0.473467596   

最後に。 今後の課題を 述べ。 その課題を踏まえ 今後の研究の 方向性について 述べる。 今後の課 

国別のモデル 化が必要と考えられる。 製品輸出と 入の分析でほ。 1 っのモヂル に 収 鍛させ 

った 。 このことは。 企業の研究開発活動のグロー を経済活動との 関係で捉える 場合。 その現状と変遷の 特徴 

を 明らかにするのに 適した分析単位は 何かという もあ る。 これらのことから。 今後の研究の 方向性は。 分析 

単位として国別分析に 加え、 地域分析、 また。 弼 、 湖 WA 。 AFTA といった経済統合と 地域との関連、 さらに。 業種 

別の分析といった 産業構造力、 らの把握も考慮する 必要があ る " これらを踏まえ、 日本企業の研究開発のグローバル 

化の現状を把握し。 また。 どのように変遷してきたかを 明らかにしていきたい。 

吉原英樹「国際経営論への 招待」 有 斐閣、 
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